
 

 

はじめに 

 

 

 独立行政法人自動車事故対策機構（以下「ＮＡＳＶＡ（ナスバ）」という。）は、平成 

 

２６年度の事業年度が終了したことに伴い、独立行政法人通則法（平成１１年法律第 

 

１０３号）第 32 条第 2 項に基づき、NASVA に係る平成 26 年度の業務実績報告書 

 

を以下のとおり作成した。 

 

  



 

 

Ⅰ．業務運営評価に関する事項 

 

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 （１）組織運営の効率化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

 （２）人材の活用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

 （３）業務の運営の効率化 

   ①安全指導業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

   ②療護施設・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

   ③交通遺児等への生活資金の貸付・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

   ④業務全般・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

 

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

 （１）安全指導業務等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３０ 

 （２）療護施設の設置・運営・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４９ 

  （３）介護料の支給等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５９ 

  （４）交通遺児等への生活資金の貸付・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６８ 

  （５）自動車事故被害者等への情報提供・相談対応・・・・・・・・・・・・・・・・・・７２ 

  （６）自動車アセスメント情報提供業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７７ 

  （７）自動車事故対策に関する広報活動・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０２ 

 

 ３．予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画・・・・・・・・・・・・・１０５ 

 ４．短期借入金の限度額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１１ 

 ５．重要な財産を譲渡し、又は担保にする計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１２ 

 ６．剰余金の使途・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１３ 

 ７．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 （１）施設及び設備に関する計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１４ 

 （２）人事に関する計画・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１６ 

（３）独立行政法人自動車事故対策機構法（平成 14 年法律第１８３号）第 15 条第 1 項 

に規定する積立金の使途・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１８ 

 

  

 

目  次
Ⅰ．業務運営評価に関する事項 

 

※中期目標期間は、平成２４年４月１日から平成２９年 3 月３１日までの５年間とする。 

 
１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 
（1）組織運営の効率化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度計画における目標設定の考え方 

１） 安全指導業務の民間参入の状況及び被害者援護業務拡充の進捗状況と合わせ、支所間の要員

配置と業務量との較差を踏まえた上で、支所の合理化のための調査結果等を踏まえ、合理化方

策の結論を得ることとした。 

 

当該年度における取組み 

 NASVA の今後のあり方についての「独立行政法人改革等に関する基本的な方針｣（平成 25 年

12 月 24 日閣議決定）及び本閣議決定に先立って示された与党の提言等の趣旨を総合的に勘案し定

めた組織合理化方策の内容に沿って以下の取組を行った。 

 

・人員配置の見直し（主管支所及び支所） 

 （１）「被害者援護促進の日」による経営資源のシフト 

○ 毎週木曜日を「被害者援護促進の日」と位置付け、原則として適性診断を実施しない日

とすることにより、安全指導業務から被害者援護業務への経営資源のシフトを図るととも

に、全ての所属職員を被害者援護業務の主担当又は副担当と定めるよう関係規程を改正し、

体制の整備を図った。 

 

 

中期目標 

  全国に置かれている主管支所及び支所については、①支所等の間で配置人員と業務量に較差

があること、②被害者援護業務を充実させる方向にあること、③安全指導業務の民間参入を促

進することとしていること、④適性診断事業の電子化が完了したことを踏まえ、支所業務の集

約化・効率化にとどまらず、これらの状況に応じて、支所の合理化を図るものとする。    

 

中期計画 

 全国に置かれている主管支所及び支所については、①支所等の間で配置人員と業務量に較差

があること、②被害者援護業務を充実させる方向にあること、③安全指導業務の民間参入を促

進することとしていること、④適性診断事業の電子化が完了したことを踏まえ、支所業務の集

約化・効率化にとどまらず、これらの状況に応じた支所の人員配置、体制の見直しを含め検討

し、平成２５年度までに結論を得て、平成２８年度までに合理化を図ります。 

 

年度計画 

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針について」（平成２５年１２月２０日行政改革

推進会議 独立行政法人改革等に関する分科会）等の趣旨を踏まえ、安全指導業務の民間移管、

毎週木曜日を「被害者援護促進の日」と位置付け、原則として適性診断を実施しない日とする

などの合理化によって生じた経営資源を、被害者援護業務及び自動車アセスメント業務の充実

に充てることとし、平成２５年度に結論が得られた組織合理化方策の内容に沿って、支所業務

の集約化・効率化、人員配置、体制の見直しを図ります。 


